
3-5. 事業⼿法パターン検討

本項では、3-1.公的不動産活⽤の基礎調査で調査した公的不動産活⽤の⼿法をもとに、各地区におけ
る事業⼿法パターンの採⽤可能性の把握を⽬的とし、事業⼿法パターンの整理/評価を⾏った。各地区
の本設活⽤と駅前賑わい拠点/氷川神社周辺エリアの暫定利活⽤における事業⼿法パターンを検討し
た。 

事業⼿法は本利活⽤／暫定利活⽤の 2 つに分け、本利活⽤は 3 地区全てについて検討した。また、
暫定利活⽤は前述した条件から特に暫定利活⽤が有効だと考えられる駅前賑わい拠点・氷川神社周辺
エリアについての検討を⾏った。

評価の指標としては、以下の 3 点を挙げている。 
①⺠間活⼒の導⼊の可能性
②財政⾯に与える影響
③地権者合意形成

上記の検討により、以下のことが分かった。 
◯本設活⽤時

本設活⽤時においては、「定期借地」、「公有地として活⽤」、「公有地の⺠間への売却」、「市街地再開
発事業」の４パターンが想定される。ただし、「市街地再開発事業」が想定されるのは検討エリア内に
⺠間建物を含む⺠有地が含まれている駅前賑わい拠点のみである。 

⾃治体の意向を全⾯的に反映できるのは、⾃治体⾃らが「公有地として活⽤」する場合であるが、こ
の場合は⾃治体による財政負担が⼤きい。また、「公有地の⺠間への売却」は売却益をもたらすが、当
該敷地において売却後の⼟地利⽤における⾃治体の意向を反映することが難しい。 

したがって、①⺠間活⼒の導⼊、②財政⾯に与える影響という側⾯からも有効な⼟地活⽤は「定期借
地」と「市街地再開発事業」であることが分かった。「定期借地」であれば、公共施設と⼀体で建設す
ることによる建設コストの効率化が期待されることに加えて、⾃治体は地代収⼊を得ることができる。
また、「市街地再開発事業」であれば、公共施設を権利変換により取得するため、財政負担を軽減でき
るが、補助⾦としての財政⽀出が発⽣する。 
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◯暫定利活⽤時 
本設による活⽤まで暫定的に⼟地を⽤いる暫定利活⽤においては、「既存または仮設の建物を⺠間

（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」、「短期間の定期借地」、「公共整備の広場として活⽤」の
３パターンが考えられる。もっとも、「短期間の定期借地」は、事業期間が短いため収益性の⾯で課題
を抱える。「公共整備の広場として活⽤」する際には、⾃治体が整備費と指定管理者への委託費を負担
する必要がある。 

「既存または仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」の場合には、⾃治体に
整備費⽤の負担が発⽣するが、利活⽤の主体が⺠間になり財政負担の軽減が期待されるとともに、⺠
間ノウハウを活⽤した魅⼒的な⼟地活⽤が期待される。さらに、利活⽤の主体が都市再⽣推進法⼈な
どであれば、本設活⽤につながる公益的な事業が期待される。 

「既存または仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」について、⺠間活⼒の
導⼊の可能性、財政⾯に与える影響どちらの側⾯からの有⽤であることが確認された。 
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ⅰ. 駅前賑わい拠点 
駅前賑わい拠点については、⼤宮区役所の移転が決定しているものの、⼤宮⼩学校の将来⽅針はま

だ決定されていないため、⼤宮区役所跡地のみ先⾏して暫定利活⽤が⾏われる可能性がある。そのた
め、本設活⽤時と暫定利活⽤時のそれぞれにおいて、事業⼿法パターンの検討を⾏う。また、施設規模
の⼤きい⼤宮⼩学校のあり⽅が事業⼿法に⼤きな影響を与えるため、⼩学校の複合化/建替え/移転そ
れぞれについて事業⼿法パターンの検討を⾏った。 

 
◯駅前賑わい拠点_本設活⽤時 
・⼤宮⼩学校を⺠間施設と複合化 

⼤宮⼩学校を⺠間施設と複合化する場合には、「定期借地」、「市街地再開発事業」の２つのパターン
を想定して評価を⾏った。 

①⺠間活⼒の導⼊ 
・「定期借地」では⺠間施設の整備が可能であり、⾃治体の意向の反映についても公募条件の設定に

よって可能となる。 
・「市街地再開発事業」では、⺠間施設の整備が可能であり、⾃治体の意向の反映については上位計

画に基づく⾏政指導によって可能である。 
②財政⾯への影響 
・「定期借地」であれば、公共施設と⼀体で建設することによる建設コストの効率化が期待されるこ

とに加えて、⾃治体は地代収⼊を得ることができる。 
・「市街地再開発事業」であれば、等価交換で床を取得できるため、建設費⽤が軽減され、財政負担

を軽減できる。ただし、補助⾦としての⽀出が必要となる。 
③地権者合意 
・市街地再開発事業の場合、⺠有地の地権者との合意形成に時間がかかる可能性がある。 
 

まとめとして、「定期借地」、「市街地再開発事業」どちらにおいても、①⺠間活⼒導⼊ ②財政⾯ 
への影響の両⾯から有⽤性が⾒られた。ただし、⺠間施設の複合化には複雑な建物設計が求めら 
れ、関係主体間の調整が必要となることから、⻑期的な準備が必要となる。 
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・⼤宮⼩学校建替え 
⼤宮⼩学校建替えの場合には、公有地として活⽤することになるが、「PFI を⽤いる場合」と「PFI

を⽤いない場合」を想定して評価を⾏った。 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「PFI を⽤いる場合」には、学校施設（体育施設/特別教室）の⼀般開放や公⺠館等の公共施設の

併設が想定され、⼀般利⽤者に向けた軽⾷喫茶や売店等の付帯的な⺠間施設整備が考えられる。
ただし、PFI を⽤いる場合には、サービスの質を担保するためのインセンティブ設計が課題とな
る。 

・「PFI を⽤いない場合」には、⺠間施設の整備は想定されない。 
②財政⾯への影響 
・「PFI を⽤いる場合」には、建物整備管理運営を⼀体で⺠間に委ねることによる効率化が期待さ

れる。 
・「PFI を⽤いない場合」には、従来どおり、⾃治体の財政負担が発⽣する。 
 

まとめとして、「PFI を⽤いる場合」に、①⺠間活⼒導⼊ ②財政⾯への影響の両⾯から有⽤性 
が⾒られた。ただし、継続性の担保や PFI 事業者の事業性、及び付帯施設の形成から⽣じる複 
合化などから、複雑な建物設計が求められ、関係主体間の調整が必要となることから、⻑期的 
な準備が必要となる可能性がある。  
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・⼤宮⼩学校移転 
⼩学校移転の場合には、「定期借地」、「公有地として活⽤」、「公有地の⺠間への売却」、「市街地再開

発事業」の 4 パターンを想定して評価を⾏った。 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「定期借地」では⺠間施設の整備が可能であり、⾃治体の意向の反映についても公募条件の設定に

よって可能となる。 
・「公有地として活⽤」では、⺠間施設の建設が想定されない。 
・「公有地の⺠間への売却」では、⺠間施設の建設が可能であるが、当該敷地において売却後の⼟地

利⽤における⾃治体の意向を反映することが難しい。 
・「市街地再開発事業」では、⺠間施設の整備が可能であり、⾃治体の意向の反映については上位計

画に基づく⾏政指導によって可能である。 
②財政⾯への影響 
・「定期借地」であれば、公共施設と⼀体で建設することによる建設コストの効率化が期待されるこ

とに加えて、⾃治体は地代収⼊を得ることができる。 
・「公有地として活⽤」であれば、⾃治体が整備費と指定管理者への委託費を負担する必要がある。 
・「公有地の⺠間への売却」であれば、⾃治体は売却益を得ることができる。 
・「市街地再開発事業」であれば、等価交換で床を取得できるため、建設費⽤が軽減され、財政負担

を軽減できる。 
③地権者合意 
・「市街地再開発事業」の場合、⺠有地の地権者との合意形成に時間がかかる可能性がある。 
 
まとめとして、「定期借地」、「市街地再開発事業」について、①⺠間活⼒導⼊ ②財政⾯への影響の 
両⾯から有⽤性が⾒られた。ただし、市街地再開発事業の事業性については、現在周辺でも再開発 
事業が進んでいるため、慎重に⾒極める必要がある。 
 
次⾴に駅前賑わい拠点_本設時の事業⼿法パターン⼀覧表を⽰す。 
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■駅前賑わい拠点の事業⼿法パターン

⼩学校
その他

公共施設
⺠間施設 ⼩学校

その他
公共施設

⺠間施設 ⼩学校
その他

公共施設
⺠間施設 ⼩学校

その他
公共施設

⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設

⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 公 公 ー ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ ⺠ 公 ー ー ⺠ ⺠ ⺠
公 公 ⺠ 公 公 ⺠ 公 公 ー ⺠ ⺠ ⺠ 公 ⺠ 公 ー ー ⺠ 公 ⺠
公 公 ⺠ 公 公 ⺠ 公 公 ー 公 ⺠ ⺠ 公 ⺠ 公 ー ー ⺠ 公 ⺠

施設借⽤ 施設借⽤ ⺠間整備 ⺠間整備 公直建設 公直建設 ー 施設借⽤ ⺠間整備 公直建設 ー ー ⺠間整備
権利変換に
よる取得

⺠間整備

⺠間施設の整備

導⼊⽤途に対する
⾏政意向の反映

公共施設建設・維
持管理費⽤の軽減

⾃治体の
収⼊・⽀出

地権者との
調整コスト

都市計画決定

×

×

なし

なし

定期借地

定期借地

公有地として活⽤

 

公

公有地として活⽤

×

ー

定期借地 市街地再開発事業 公有地として活⽤
-PFIなし

公有地として活⽤
-PFIあり

 

⼟
地

事業スキーム図

 

公有地として活⽤

公 公 公 公⼟地所有

事業⼿法 定期借地 市街地再開発事業

共有

公有地として活⽤

権利変換による取得

建
物

建設
管理
運営

事業⼿法 PFI

◯
公共施設を⺠間が⼀体で建設
することで建設費の軽減が期

待される。

◯
公募条件の設定によって可能

◯
公募条件の設定に

よって可能

なし

◯

②財政⾯
 への影響

③地権者
合意形成

なし あり

△
公共機能に付帯した⼩規模の⺠間施設

整備が想定される。

◯
公共施設を⺠間が⼀体で建設するこ
とで建設費の軽減が期待される。

◎
権利変換による床取得のため、公共
施設の建替費⽤が不要となり、財政

負担を軽減できる。

×

◯
公募条件の設定によって可能

△
上位計画に基づく
⾏政指導により可能

ー

◯
建物整備管理運営を⼀体で⺠間に委ね

ることで効率化が期待される。

◯ ◯ ×

①⺠間活⼒
の導⼊

⼤宮⼩学校を⺠間施設と複合化 ⼤宮⼩学校建替え ⼤宮⼩学校移転
本設活⽤時

なし なし なし

◯
地代収⼊を得ることができる。

×
再開発事業への補助⾦としての⽀出

が発⽣する。
× なし

◯
地代収⼊を得ることができる

なし あり なし なし

公有地の売却

⺠

公有地の売却

◎

市街地再開発事業

共有

市街地再開発事業

◯

なし

なし

あり

あり

△
売却条件の設定によって可能
であるが、売却後の⼟地利⽤
における⾏政意向を反映する

ことが難しい。

ー

◯
売却益を得ることができる。

△
上位計画に基づく
⾏政指導により可能

◎
※権利変換による床取得のた
め、財政負担を軽減できる

×
再開発事業への補助⾦として

の⽀出が発⽣する。
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 ◯駅前賑わい拠点_暫定利活⽤時 
区役所跡地の暫定利活⽤については、⼤宮駅グランドセントラルステーション化構想の進捗次第

で暫定交通広場として活⽤することが想定される。暫定交通広場は都市計画的な位置づけを必要と
する特殊な⼟地利⽤であるため、暫定交通広場として活⽤する場合とそれ以外の場合に分けて検討
を⾏った。また、暫定利活⽤については、区役所跡地の全⾯ではなく、部分的な利活⽤を想定してい
る。 

 
・暫定交通広場整備の場合 

暫定交通広場を整備する場合、「公有地として活⽤」、「定期借地」の 2 パターンが想定される。な
お、「定期借地」の場合には、本設活⽤の付帯的な事業として⺠間事業者が暫定交通広場整備を⾏う
ことを想定している。ただし、「定期借地」の場合には交通広場の都市計画的な位置づけを検討する
必要がある。 
①⺠間活⼒の導⼊ 

・「公有地として活⽤」の場合は、⺠間活⼒は導⼊されない。 
・「定期借地」の場合は、⺠間事業者による整備・維持管理運営が想定され、付帯的な施設の建設

も想定される。 
②財政⾯への影響 

・「公有地として活⽤」の場合は、従来どおり⾃治体の費⽤負担が発⽣する。 
・「定期借地の場合」は、本設の定期借地の条件に交通広場整備・維持管理運営が含まれることを

想定しており、⾃治体の費⽤負担は⼤幅に軽減される。 
 

まとめとして、暫定交通広場は公共性の⾼いものであり、公共投資が⾏われるべき側⾯を 
持つため、⾃治体が公有地活⽤として整備していくことが必要な施設であるという前提条件を考慮 
する必要がある。 
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・暫定交通広場以外の暫定利活⽤の場合 
暫定交通広場以外の暫定利活⽤の場合、仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す

施設貸与、短期間の定期借地、公共整備の広場として活⽤の３パターンが想定される。 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」の場合には、⺠間ノウハウを

活⽤した魅⼒的な⼟地活⽤が期待される。また、都市再⽣推進法⼈による運営の場合には、よ
り公益的な⼟地活⽤が期待される。 

・「公共整備の広場として活⽤」の場合には、指定管理者による⺠間ノウハウを活⽤した魅⼒的な
⼟地活⽤が期待される。 

・「短期間の定期借地」の場合は、事業期間が短いため⺠間が初期投資を回収できるか懸念される。 
②財政⾯への影響 
・「仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」の場合には、初期投資は必要

になるものの、⼀定の賃料収⼊を得ることができる。 
・「短期間の定期借地」の場合には、地代収⼊を得ることができる。 
・「公共整備の広場として活⽤」の場合には、整備費/指定管理費等を⾃治体が負担することにな

る。 
 
まとめとして「仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」の場合に、①⺠間 
活⼒導⼊ ②財政⾯への影響の両⾯から有⽤性が⾒られた。なお、本地区は駅に近い⽴地であり、 
どのように収益構造が形成できるかという視点からも暫定利活⽤を検討していく必要がある。 
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■駅前賑わい拠点の事業⼿法パターン
※暫定利活⽤は、敷地の⼀部の利⽤を想定するものである。

暫定交通広場
その他

公共施設
⺠間施設 暫定交通広場

その他
公共施設

⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共広場 ⺠間施設

公 ー ー ⺠ ー ⺠ ー 公 ー ⺠ 公 ー

公 ー ー ⺠ ー ⺠ ー
⺠間

（都市再⽣推進法⼈等）
ー ⺠ ⺠ ー

公 ー ー ⺠ ー ⺠ ー
⺠間

（都市再⽣推進法⼈等）
ー ⺠ ⺠ ー

公直建設 ー ー ⺠間整備 ー ⺠間整備 ー 施設貸与 ー ⺠間整備

⺠間施設の整備

導⼊⽤途に対する
⾏政意向の反映

公共施設建設・維持
管理費⽤の軽減

⾃治体の
収⼊・⽀出

事業スキーム図

暫定利活⽤時
暫定交通広場整備
-公有地として活⽤

公共整備の広場として活⽤短期間の定期借地

 

⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に
施設を貸し出す施設貸与

暫定交通広場整備
-定期借地

事業⼿法 公有地として活⽤ 公有地として活⽤
⼟
地

⼟地所有 公 公公

定期借地

公

公有地として活⽤

公

定期借地

ー

◯
初期投資は必要になるが、賃料収⼊を得ることができ

る。

建
物

建設/整備

管理

運営

事業⼿法

ー ◯

◯
公募条件の設定によって可能

◯
本設の定期借地の条件に交通広場整備・維持管理
運営が含まれることを想定しており、⾏政の費⽤

負担は⼤幅に軽減される。

ー

ー

△
短期間による投資回収を⾏える事業は限られるため、
ある⼀定以上の期間で事業をくみたてることが望まし

い。

◯
公募条件の設定によって可能

△
短期間による投資回収を⾏える事業は限られるため、
ある⼀定以上の期間で事業をくみたてることが望まし

い。

◯
公募条件の設定によって可能。

指定管理者

× ×

②財政⾯
 への影響

×
◯

指定管理者制度により、運営に⺠間を活⽤することも
可能だが、整備費/維持管理費の⽀出が発⽣する。

ー

◯
地代収⼊を得ることができる。

ー ー

①⺠間活⼒
の導⼊
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ⅱ. 地域連携拠点 
駅前賑わい拠点については、市⺠会館おおみや跡地と⼭丸公園の２つの敷地があり、それぞれ敷地

の特性が異なるため、市⺠会館おおみや跡地/⼭丸公園のそれぞれにおいて事業⼿法パターンの検討を
おこなった。 
・市⺠会館おおみや跡地 

市⺠会館おおみや跡地には、「定期借地」、「公有地の⺠間への売却」「公有地として活⽤」の３パタ
ーンを想定して評価を⾏った。 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「定期借地」では⺠間施設の整備が可能であり、⾃治体の意向の反映についても公募条件の設定に

よって可能となる。 
・「公有地として活⽤」では、⺠間施設の建設が想定されない。 
・「公有地の⺠間への売却」では、⺠間施設の建設が可能であるが、当該敷地において売却後の⼟地

利⽤における⾃治体の意向を反映することが難しい。 
②財政⾯への影響 
・「定期借地」であれば、公共施設と⼀体で建設することによる建設コストの効率化が期待されるこ

とに加えて、⾃治体は地代収⼊を得ることができる。 
・「公有地として活⽤」であれば、従来どおり、⾃治体の財政負担が発⽣する。 
・「公有地の⺠間への売却」であれば、⾃治体は売却益を得ることができる。 
 

まとめとして、「定期借地」については、①⺠間活⼒の導⼊ ②財政⾯への影響の両⾯から有⽤性 
が⾒られた。ただし、本地区においては、駅からは遠いながらも、⼤宮新区役所に隣接すること、 
また、周辺にマンションが多数⽴地することから、どのような機能を誘導すべきかと⾔う点から 
も事業⼿法のあり⽅を検討する必要がある。 
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・⼭丸公園 
⼭丸公園の利活⽤においては、「⾏政許可による活⽤」「都市再⽣特別措置法に基づく利活⽤」の 2

パターンが考えられる。なお、「⾏政許可による活⽤」時には飲⾷店等の商業施設が建設可能である
が、「都市再⽣特別措置法に基づく利活⽤」の場合では、都市再⽣特別措置法による公園と売店や広
場などの便益施設の管理運営、都市再⽣推進法⼈による特例占⽤許可によるサイクルポートの設置
管理運営などを想定している。 

 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「⾏政許可による活⽤」では、⺠間施設整備が可能であり、⾃治体の意向の反映も公募要項におけ

る条件設定により可能である。 
・「都市再⽣特別措置法に基づく利活⽤」では、都市利便増進協定を結んだ都市再⽣推進法⼈等によ

る運営となり、⾃治体の意向の反映を⾏いやすい。また、⺠間活⼒の導⼊が可能である。 
②財政⾯への影響 
・「⾏政許可による活⽤」では、都市公園法の緩和に基づいた⺠間施設整備や公園との⼀体的な維持

管理運営による財政負担の軽減が期待される。 
・「都市再⽣特別措置法に基づく利活⽤」では、サイクルポート等であげた収益を維持管理費に充て

ることによる財政負担の軽減が期待される。 
 

▶両パターンについて、①⺠間活⼒導⼊ ②財政⾯への影響の両⾯から有⽤性が⾒られた。ただし、
周辺の都市機能との連動の中で、都市公園の活⽤による収益構造がどのように可能となるかを⾒
極めた上での⼿法検討が必要となる。 

 
次⾴に地域連携拠点の事業⼿法パターン⼀覧表を⽰す。 
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■地域連携拠点の事業⼿法パターン

公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 ⼭丸公園 ⺠間施設 ⼭丸公園/便益施設 都市利便増進施設

⺠ ⺠ 公 ー ー ⺠ ー ⺠ 公 都市再⽣推進法⼈

公 ⺠ 公 ー ー ⺠ ⺠ ⺠ 都市再⽣推進法⼈ 都市再⽣推進法⼈

公 ⺠ 公 ー ー ⺠ ⺠ ⺠ 都市再⽣推進法⼈ 都市再⽣推進法⼈

施設借⽤ ⺠間整備 公直建設 ー ー ⺠間整備
⺠間業者による

管理運営
⺠間整備

⺠間施設の整備

導⼊⽤途に対する
⾏政意向の反映

公共施設建設・維
持管理費⽤の軽減

⾃治体の
収⼊・⽀出

公 公

事業⼿法 定期借地 公有地として活⽤

⼟地所有

①⺠間活⼒
の導⼊

◯

公有地として活⽤

建
物

建設

管理

運営

事業⼿法

⼟
地

× ー

◯
公募条件の設定によって可能

ー ー

公

×
◯

維持管理の⾏政負担は軽減が可能である。
また、収益事業を⾏うことができる。

◯
地代収⼊を得ることができる

× ×

②財政⾯
 への影響

◯
公共施設を⺠間が⼀体で建設することで建設費

の軽減が期待される。

市⺠会館おおみや跡地 ⼭丸公園
公有地の⺠間への売却 ⾏政許可による活⽤

-PARK PFI
公有地として活⽤ 都市利便増進協定の活⽤

都市再⽣推進法⼈による利活⽤

事業スキーム図

 

定期借地

公

⾏政許可による活⽤

都市利便増進協定の活⽤
/都市再⽣推進法⼈による利活⽤

◯

◯
公募条件の設定によって可能

◯
⺠間事業者が整備費を負担し、
公園と⺠間施設を⺠間が⼀体で

維持管理することで効率化が期待される。

◯
地代収⼊を得ることができる

⺠

公有地の⺠間への売却

◎

△
売却条件の設定によって可能であるが、

売却後の⼟地利⽤における
⾏政意向を反映することが難しい。

ー

◯
売却益を得ることができる。
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ⅲ. 氷川神社周辺エリア 
氷川神社周辺エリアについては、図書館の移転が決定しているものの、博物館の将来⽅針はまだ決

定されていないため図書館のみ先⾏して暫定利活⽤が⾏われる可能性がある。そのため、本設活⽤時
と暫定利活⽤時のそれぞれにおいて、事業⼿法パターンの検討を⾏う。 

 
◯氷川神社周辺エリア_本設活⽤時 

「定期借地」「公有地の⺠間への売却」「公有地として活⽤」の３パターンを想定して評価を⾏った。 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「定期借地」では⺠間施設の整備が可能であり、⾃治体の意向の反映についても公募条件の設定に

よって可能となる。 
・「公有地としての活⽤」では、⺠間施設の建設が想定されない。 
・「公有地の⺠間への売却」では、⺠間施設の建設が可能であるが、当該敷地において売却後の⼟地

利⽤における⾃治体の意向を反映することが難しい。 
②財政⾯への影響 
・「定期借地」であれば、公共施設と⼀体で建設することによる建設コストの効率化が期待されるこ

とに加えて、⾃治体は地代収⼊を得ることができる。 
・「公有地として活⽤」であれば、従来どおり、⾃治体の財政負担が発⽣する。 
・「公有地の⺠間への売却」であれば、⾃治体は売却益を得ることができる。 

 
まとめとして、「定期借地」については、①⺠間活⼒導⼊ ②財政⾯への影響の両⾯から有⽤性が 
⾒られた。ただし本地区は⼤宮駅から⼀定の距離があり、かつ⾵致地区に接し、指定容積率が 
200％であることを考えると、定期借地による⺠間参⼊をどう誘導するかが課題となってくる。 

 
  

157



 
 

◯氷川神社周辺エリア_暫定活⽤時 
「仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」「公共整備の広場として活⽤」
「短期間の定期借地」の３パターンが想定される。 
①⺠間活⼒の導⼊ 
・「仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」の場合には、利活⽤の主体が

⺠間になるとともに、⺠間ノウハウを活⽤した魅⼒的な⼟地活⽤が期待される。さらに、利活
⽤の主体が都市再⽣推進法⼈などであれば、本設活⽤につながる公益的な事業が期待される。 

・「公共整備の広場として活⽤」の場合には、利活⽤の主体が⾃治体になり⺠間活⼒の導⼊は⾏わ
れない。 

・「短期間の定期借地」は、事業期間が短いため⺠間が初期投資を回収できるか懸念される。 
②財政⾯への影響 
・仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与の場合には、初期投資は必要に

なるものの、⼀定の賃料収⼊を得ることができる。 
・短期間の定期借地の場合には、地代収⼊を得ることができる。 
・公共整備の広場として活⽤する場合には、整備費/維持管理費等を⾃治体が負担することになる。 
 
まとめとして、「仮設の建物を⺠間（都市再⽣推進法⼈等）に貸し出す施設貸与」の場合に、①⺠ 
間活⼒導⼊ ②財政⾯への影響の両⾯から有⽤性が⾒られた。 
 

次⾴に氷川神社周辺エリアの事業⼿法パターン⼀覧表を⽰す。 
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■氷川神社周辺エリアの事業⼿法パターン

公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共施設 ⺠間施設 公共広場 ⺠間施設

⺠ ⺠ 公 ー ー ⺠ ー 公 ー ⺠ 公 ー

公 ⺠ 公 ー ー ⺠ ー
⺠間

（都市再⽣推進法⼈等）
ー ⺠ ⺠ ー

公 ⺠ 公 ー ー ⺠ ー
⺠間

（都市再⽣推進法⼈等）
ー ⺠ ⺠ ー

施設借⽤ ⺠間整備 公直建設 ー ー ⺠間整備 ー 施設貸与 ー ⺠間整備

⺠間施設の整備

導⼊⽤途に対する
⾏政意向の反映

公共施設建設・維
持管理費⽤の軽減

⾃治体の
収⼊・⽀出

本設活⽤ 暫定利活⽤
定期借地 公有地として活⽤ 公有地の⺠間への売却 ⺠間/都市再⽣推進法⼈に

施設を貸し出す施設貸与
図書館建物を解体し、広場とし
て活⽤

事業スキーム図

短期間の定期借地

⼟
地

⼟地所有 公 公 ⺠ 公

事業⼿法 定期借地 公有地として活⽤ 公有地の⺠間への売却 公有地として活⽤ 公有地として活⽤

公 公

定期借地

指定管理者

①⺠間活⼒
の導⼊

◯ × ◎

△
短期間による投資回収を⾏える事業は限られるため、
ある⼀定以上の期間で事業をくみたてることが望まし

い。

ー

◯
公募条件の設定によって可能

ー

△
売却条件の設定によって可能である
が、売却後の⼟地利⽤における⾏政意

向を反映することが難しい。

建
物

建設

管理

運営

事業⼿法

◯
公募条件の設定によって可能。

ー

②財政⾯
への影響

◯
公共施設を⺠間が⼀体で建設することで建設費

の軽減が期待される。
× ー ー

◯
指定管理者制度により、運営に⺠間を活
⽤することも可能だが、整備費/維持管

理費の⽀出が発⽣する。

◯
地代収⼊を得ることができる

×
◯

売却益を得ることができる。

◯
初期投資は必要になるが、賃料収⼊を得ることができ

る。
×

△
短期間による投資回収を⾏える事業は限られ
るため、ある⼀定以上の期間で事業をくみた

てることが望ましい。

◯
公募条件の設定によって可能

ー

◯
地代収⼊を得ることができる。
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